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主要な都道府県の発効年月日は、次のとおりです。
●2023年10月1日︓千葉県、東京都、埼玉県、富山県、福井
県、長野県、岐阜県、愛知県、三重県、滋賀県
●2023年10月4日︓石川県
　なお、効力発生日は、答申公示後の異議の申出の状況等により

青森
898

秋田
897

山形
900

群馬
935

山梨
938

岩手
893

宮城
923

福島
900

栃木
954

茨城
953

静岡
984

新潟
931

富山
948

長野
948

岐阜
950

三重
973

石川
933

滋賀
967

福井
931

京都
1008

兵庫
1001

鳥取
900

岡山
932

島根
904

山口
928

沖縄
896

広島
970

香川
918

徳島
896

愛媛
897

高知
897

奈良
936

和歌山
929

佐賀
900

熊本
898

鹿児島
897

福岡
941

大分
899

宮崎
897

長崎
898

北海道
960

Ａランク

Ｂランク

Ｃランク

全国加重平均
961円 ➜ 1,004円

2023年度改定の地域別最低賃金　
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　特定の産業に従事する労働者に対し高い金額水準で定めら
れた特定〈産業別〉最低賃金は、地域別最低賃金とは別に定
められ、各都道府県が毎年12月に公表します。
　両方の最低賃金に該当する労働者がいる場合は、高い方が
適用されます。
　したがって、昨年度の特定〈産業別〉最低賃金よりも、今年度
の地域別最低賃金の方が高い場合は、12月の公表を待たず
に、地域別最低賃金〈10月発効〉を適用しなければなりません
ので、ご留意ください。

特定〈産業別〉最低賃金

技能実習制度は、
「廃止」から「発展的に解消」へ表現変更

　5月11日、法務省が公表した有識者会議の中間報告書では、技
能実習制度を「廃止」するとしていましたが、その後、マスコミで報道さ
れた「廃止」という言葉が一人歩きし、ベトナム等の送出国に動揺が
広がりました。これを受け政府は、技能実習制度を「廃止」から「発
展的に解消」に、表現を変更しました。
　6月9日、政府は「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応
策」を閣議決定し、今後、有識者会議の最終報告書等を踏まえた
制度の具体化に向け、次のような公表〈項目を抜粋〉をしました。

技能実習制度を実態に即して発展的に解消して人材確保
と人材育成を目的とした新たな制度を創設する。
特定技能制度は、深刻な人手不足に対応するため、制度
を見直して適正化を図った上で新たな制度との調和を図りつ
つ、引き続き活用していく方向で検討する。
新たな制度から特定技能制度への移行が円滑なものとなる
よう、その対象職種や分野を一致させる方向で検討する。
新たな制度は、人材育成に由来する転籍制限は残しつつ、
従来よりも転籍制限を緩和する方向で検討する。
人権侵害等を防止・是正できない監理団体や外国人への
支援を適切に行えない登録支援機関は厳しく適正化又は
排除し、優良な団体等のみが認められるようにする。
外国人技能実習機構は、その役割に応じた体制を整備した
上で引き続き活用する方向で検討する。
過大な手数料徴収の防止や悪質な送出機関の排除・適
正化に向けて、新たな制度においても、相手国と実効的な
二国間取決め〈MOC〉を作成するなど、国際的な取組を強
化する方向で検討する。
就労開始前の日本語能力の担保方策、来日後に日本語
能力が段階的に向上する仕組みを設ける方向で検討する。
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賃金引上げ促進の流れに乗って
日本の労働市場の魅力を取り戻そう︕

　「日本は、物価が最も上がりにくい国である」という国際データ〈消
費者物価上昇率・IMF統計〉があります。これは、値上げに対する
国民の過剰反応があると同時に、価格転嫁に後ろ向きな企業の存
在や男女間による賃金格差などが影響しているといわれています。
　最近の物価高をものともしない賃金の引上げを実現し、ふたたび魅
力ある日本の労働市場を取り戻したい、そう願ってやみません。
　OECD公表の年額平均賃金統計2022年〈下図〉によると、日本
は加盟国38ヶ国中25位と、大変危機的な状況となっています。

専門的・技術的分野
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出典︓厚生労働省「令和4年賃金構造基本統計調査の概況」
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　政府は、賃金引上げに向けた中小企業等への
支援施策〈右記QRコード〉を策定するとともに、今
年度の最低賃金全国加重平均額を、政府目標
額へと導きました。
　また、2030年半ばには、全国加重平均目標額を1,500円とする
旨の政府発表があり、今後は1年ごとに40～50円の上昇が確実と
なります。
　賃金引上げのタイミングは、最低賃金改定時だけでなく、自社の強
み・弱みや経営状況、労働生産性等の目標とのバランスを考慮し、
少額であっても定期的にベースアップすることが望ましいといえます。
　日本が、技能実習生や特定技能者から「選ばれる国」となるため
に、先ずは「選ばれる企業」となり、経営努力を持続することが大切
です。技能実習制度が新たな制度としてスタートするまでに、優良な
「賃金引上げ計画」を考えてみませんか。

　厚生労働省が公表した月額の平均賃金調査〈下図〉によると、男
女間・企業規模・雇用形態によって賃金格差が著しいことがわかりま
す。また、低賃金といわれる女性よりも、外国人労働者の平均値の
方が低く、特に技能実習生・特定技能者の低さが目立ちます。

〈単位:USドル〉

2023年度
地域別最低賃金

過去最高額
 全国平均43円引き上げへ

2023年度の地域別最低賃金が改定さ
れ、10月から全国の都道府県で順次引き上

げられます。今年度は全国平均43円と、1978
年度に現制度となって以来、最高の引き上げ額とな

りました。また、今年度の最高額1,113円に対する最低
額893円の比率は、80.2％〈昨年度は79.6％〉と、地域間

格差は9年連続で改善されています。
　地域別最低賃金は、都道府県ごとの「発効年月日」に、賃金計
算期間の途中であっても適用しなければ法令違反となるため、給与
計算にはご留意ください。
　都道府県別の最低賃金額は以下のとおりです。
　

変更となる可能性があります。詳しくは、都道府
県別労働局のホームページまたは、厚生労働省
の「都道府県別地域別最低賃金の答申状況」
〈右記QRコード〉をご確認ください。
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※ 大企業:常用労働者1,000人以上、中企業:100～999人、小企業:10～99人
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〈以下省略〉

1USドル＝145円換算で
アイスランドは、11,523,585円

日本は、6,018,805円
の年額平均賃金となる


